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カスタマーハラスメント対策1

(定義) 職場において行われる

① 顧客等の言動

② その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして 社会通念上
     許容される範囲を超えたもの

③ 労働者の就業環境が害されるもの

①から③までの要素を全て満たすもの。

※電話やS N S等のインターネット上において行われるものも含まれます。
※顧客等からの苦情全てがカスタマーハラスメントに該当するわけではありません。
   また、障害者から不当な差別的取扱いをしないよう求めることや、社会的障壁の
   除去を必要としている旨の意思を表明すること自体は、カスタマーハラスメントには
   当たりません。

(例)
 ・身体的な攻撃(暴行、傷害等)

・・・物を投げつける、蹴る、唾を吐きかける

・精神的な攻撃(脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土下座の強要等)

・威圧的な言動
・・・大声を発する、怒鳴る、特定の職員に嫌がらせをする、理不尽な要求をする

・継続的、執拗な言動

・拘束的な言動(不退去、居座り、監禁)

「カスタマーハラスメント」とは

介護事業所においても、以下のハラスメント対策が

義務化されます。（労働施策総合推進法等）

求職者等に対する
セクシュアルハラスメント対策
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１、カスタマーハラスメント対策



介護施設におけるカスタマーハラスメントの実態

カスタマーハラスメントと感じた
行為の内容（複数回答）

カスタマーハラスメントと感じた行為を「現在、受けている」又は「現在はないが、過去3年間に受けたことが
ある」と回答した事業所は40 %にのぼっている。なお、サービス種別ごとに大きな差はみられなかった。

40％

介護事業所全体

カスタマーハラスメントと感じた行為を受けたことがあるか
(２０２５年長崎県長寿社会課調査より)

カスハラと感じた行為の内容

発生状況と背景

厚生労働省の調査によると、特養職員の62％、グループホーム55％、有料老ホーム48％が過去１年に利用者からの
ハラスメント被害を経験しています。背景には、介護職特有のストレス、人手不足、利用者や家族の過剰な要求、
上司の高圧的態度などがあります。

カスタマーハラスメントの防止のために講ずべき措置(義務)

事業主は、以下の指置を必ず講じなければなりません。

①カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、
労働者を保護する旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発する

②カスタマーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた対処の内容を、
労働者に周知する

③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知する
④相談窓口担当者が、適切に対応できるようにする

⑤事実関係を迅速かつ正確に確認する
⑥被害者に対する配慮のための措置を適正に行う
⑦再発防止に向けた措置を講ずる

⑧特に悪質と考えられるカスタマーハラスメントへの
対処の方針をあらかじめ定め、労働者に周知し、
当該対処を行うことができる体制を整備する

⑨相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知する
⑩相談したこと等を理由として不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発する

相
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ー
等の掲示

勉強会等の実施
相談体制の整備

事後の迅速かつ適切な対応

そのほか併せて講すべき措置

事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

対応の実効性を確保するために必要な
カスタマーハラスメントの抑止のための指置

マニュアルや

ガイドラインの作成など



求職者等に対するセクシュアルハラスメントの例

・インターンシップにおいて、労働者が求職者等に対して性的な冗談やからかいを意図的かつ継続的に
行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手につかないこと

・求職者等が労働者への訪問を行った際、 当該労働者に性的な関係を求められ、当該求職者等が
苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること

・インターンシップ中に労働者が求職者等を執拗に私的な食事に誘い、当該求職者等が苦痛に感じて
その求職活動等の意欲が低下していること

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの防止のために講ずべき措置

事業主は、以下の措置を必す講じなけれはなりません。

①求職者等に対するセクシュアルハラスメトを行ってはならない旨の方針を明確化し、

労働者に周知・啓発する

②求職者等に対するセクシュアルハラスメントを行った者については、厳正に対処する旨の方針

及び対処の内容を、労働者に周知・啓発する

③求職活動等に関するルールをあらかじめ明確化し、労働者及び求職者等に周知・啓発する

④相談窓口をあらかじめ定め、求職者等に周知する

⑤相談窓口担当者が、適切に対応できるようにする

⑥事実関係を迅速かつ正確に確認する

⑦被害者に対する配慮のための措置を行う

⑧行為者に対する措置を適正に行う

⑨再発防止に向けた措置を講ずる

⑩相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者及び求職者等に周知する

⑪労働者が事実関係の確認等に協力したこと等を理由として、解雇その他不利益な取扱いを

されない旨を定め、労働者に周知・啓発する

２、求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策

相談体制の整備

事後の迅速かつ適切な対応

そのほか併せて講すべき措置

事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

求職者に対するセクシュアルハラスメントとは、事業主が雇用する労働者による
「性的な言動」により求職者等による求職活動が阻害されるものをいいます。
・ ・



長崎県福祉保健部長寿社会課
公益財団法人 介護労働安定センター 長崎支部

公益財団法人

介護労働安定センターによる
支援メニュー

当センターでは、介護労働力の確保、

職場環境の整備、

職員の能力開発のため、

以下の事業を行っています。

1. 働きやすい職場づくり支援(相談援助) 無料(制限あり)
①雇用管理コンサルタント(社会保険労務士、中小企業診断士等)による
個別相談及び集団講話
・・・就業規則見直し、労務管理、人事評価
外国人労働者の雇用改善、パワハラ防止

②ヘルスカウンセラー(看護師、理学療法士等)による個別相談及び集団講話
・・・セルフコントロールとコミュニケーション、職場のメンタルヘルス、感染症予防、
ストレス対策等

③人材育成コンサルタント(キャリアコンサルタント、社会保険労務士)による、
個別相談及び集団講話
・・・研修コーディネート（研修計画の立て方）キャリアパスの形成、
リーダーの育成、メンター制度等

2. 介護人材の養成、専門性の向上 有料配信
① スキルアップ研修
(今後の配信予定：介護事業所の災害時のBCP、虐待防止の徹底 介護事故の防止と
発生時の対応等)

② 事業主、管理者向けセミナー(管理職が行うカスタマーハラスメント対策・・5/28終了)
(今後の配信予定：外国人の職員の定着に繋げる職場づくり、訪問介護事業所の
職場定着を進めるサービス提供責任者の役割)

3.オーダーメイド研修(出張研修)

4. その他の事業
   介護の魅力発信・総合的な情報提供、福利厚生の充実、賛助会加入のご案内等

介護労働安定センター 長崎支部

https://www.kaigo-center.or.jp/shibu/nagasaki/

介護労働安定センター 長崎支部
ホームページ
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